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地方小都市における消費者購買
行動のモデル化と評価に関する研究
本多義明本 中田景文材
A Study on the Modelling of Consumer Shopping 
Behaviour and Evaluation in a Local City 
Yoshiaki HONDA and Keibun NAKATA 
(Received Aug. 18， 1993) 
This paper aims at investigating a shopping town's planning considering a traffic 
characteristics and condition in a local city. 
Firstly， the differences of shopping environmcnt by city scale is identified by analysis 
of shopping actual survey. 
Secondly， the effect on consumer shopping bchaviour model developed in this paper 
is examined. 
Finally， alternative shopping town 'splanning is tested by the simulation model. 
1 .はじめに
近年、消費者購買行動に関して様々な理論的研究が行われているが、これらはつぎの 2タイプに
分類できる。その 1つは、消費者や商庖の客観的属性(規模、商品の質・量、価格等)や消費地と
の空間的関係(距離、時間等)を分析し消費者行動を探るものであり、もう 1つは、消費者行動の
主観的・心理的要因に着目した消費行動の動機づけやそれ自体のメカニズムに関するものである。
しかし後者の場合、消費者の心理的要因も居住地や商庖街の配置などの客観的事実に基礎を置いて
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いることから、それ自身で現実の商業施設の状況を把握するのは極めて困難である。この研究例と
しては、消費者のイメージに着目し、多次元尺度構成法(MDS)を用いてショッピンゲセンターの誘
引力を尺度化した、 A.H.SPENCERの研究(1)がある。
これに対し前者の研究は1930年代から理論化が試みられ、以後 W.J. REILLY、P.D.CONVERSE、D.1.
HUFFらが独自のモデルを構築し、その基礎を確立した。しかし REILLYの「小売引力の法則」は、
実態から帰納したもので理論とは言い難く、消費者の空間的行動をある程度表現してはいるが、す
べての現象を言い得ていない。また HUFFの確率モデルも、購買行動を的確には表現し得ていない。
一方、物理法則から出発し、様々な修正によって多方面の分析に応用されているのが、ゲラピテ
イポテンシャルモデルである。これに関しては、佐々木らがゲラピティモデルを拡張した確率的表
現をとる購買地選択行動のモデル化を行っているは)。また M.CADWALLADERのように従来のブラッ
クボックス的アプローチよりも人間の意志決定過程に、より密接に近似を与えた研究も発表されて
いる (3)。さらに、モデルそのものの多重共線性を克服し、パラメータの安定性を追及した研究に
は H.J.P.TIMMERMANSのものがある (4)0 しかしいずれの場合にしても、交通条件をそのモデル構
造に組み入れたものはない。
その他、目的地と手段選択を同時に扱う非集計買物モデルを考察した M.G.RICHARDSの研究 (5) 
や、本研究で取り上げている大規模庖舗の影響評価に関するものとして、 M.J.BREHENY，J.GREEN & 
A.J.ROBERTSの研究がある (6)。これらは若干視点の違う例であり、今後研究を進めていく上で、
重要な鍵になると思われる。
さて、地方都市における大規模商業施設の立地は、多くの課題を生み出している。とりわけ、そ
れらの施設立地が既存の商業施設に及ぼす影響に関心が集まっている。また地方都市では自動車に
よる買物が一般化しており、影響分析にあったても、駐車場の整備効果を考慮する必要がある。そ
のため、現在よく用いられている修正ハフモデルでは地方都市の分析が充分に行えないのが実情で
ある。
本研究では、これらの点を考慮し、まず、都市規模の異なる福井・武生・小浜 3市における買物
実態調査の結果を用いたクラスター分析により、買物交通手段を考慮する必要性を示す。つぎに、
小浜市を対象として、消費者購買行動モデルの妥当性を調パるため、修正ハフモデルと本研究で開
発した駐車場を考慮したモデルを比較する。最後に、商業計画担当者が手軽に使用できる商業施設
の立地、規模、駐車場計画などを取り入れた影響分析のためのシュミレーションプロゲラムを開発
し、 2、3の使用例を示した。
2.対象都市の比較・考察
( 1 )対象都市の概要……図-1 
(小浜市:人口約 3万4千人)
小浜市は、福井県若狭の中央部、小浜湾に面する港町である。古くは若狭国府の所在地で、若狭
の中心地として発展してきた。また、夏には関西・中京方面から海水浴客などが入り込み、観光都
市としての性格も有している。
(武生市:人口約 6万9千人)
武生市は、福井県丹南地域の中核都市で、武生盆地に位置する古くからの城下町である。刃物な
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どの伝統工業が盛んであるとともに、近年
では様々な工場が立地し、工業都市として
発展しつつある。
(福井市:人口約25万人)
福井市は、福井県の北部、福井平野の中
央に位置する。岡市は、 1600年松平秀康に
より建設された福井城を核として形成され
た城下町であり、現在は岡県の県庁所在地
対象都市位置図
買物実態調査の概要
λそご 小浜市 武生市 桐井市
アンケート名称
常市調境民査生縄活査の{買市}物民買実の物盤理日
市民買の日常査生活 消術賞査者買物実態
物縄
縄査対*' 15才以上の市民 向 左 |司 左
調査方法 官 置 法 同 左 同 五i， 
有効回収数 1342 (471) 1803 256 
図-1 
表-1 
として、行政・文化・経済の中心地となっ
ている。
( 2 )買物実態調査
対象各都市における買物行動、商業地の
特性等を把握するための基礎データを得る
ことを目的として、アンケート形式による
買物実態調査を実施した。主たる調査内容
は、各商品別の利用場所、理由、手段等で、
本調査の緒元(調査方法、有効回収数等)
については、表-1に示すとおりである。
( 3 )買物手段による商品の類型化
上記調査結果を基礎データとし、商品別
クラスター分析の買物手段構成比を用い、
買物手段 テラ;H-} 9ヲ;<t-2 9ラ;H-3 ク予;H-4
徒 歩 お.9 12.0 10.6 15.9 
自転車 23.9 21. 3 19.4 23.4 
バイク 5.6 5.3 3.7 5.3 ，τ ス 2.7 3.7 3.8 4.7 
鉄 遭 1.0 3.2 2.7 2.3 
自動車 40.9 54.5 59.8 43.4 
クラスター別買物手段割合
(%) 
表-2 による18商品(武生市については、統廃合
により 16商品)の類型化を行った。分析の
結果、樹状図は図-2のようになり、商品
を考慮して 4つないし 5つのクラスターに
浜
市
これによって、消費者の各商
品に対する需要の構造的理解が可能であり、
今後の施設計画との対応も可能であると考
類型化した。
貨物手段 9ラ;lt-l 何;l~-2 'ラ;<1-3 。ラ;l~恥4 9ラスト5
徒 歩 25.4 15.5 14.2 15.9 お.6
自転車 29.4 25.3 19.2 30.0 22.6 
パイク 4.1 3.1 3.3 3.0 2.8 ，-: ス 2.0 2.0 1.7 4.6 2.5 I 
鉄 道 1.8 4.6 3.7 4.2 2.5 
白動車 31.3 49.5 57.9 41.4 46.0 
????
えられる。(表-2 ) 
なお、同時に買物理由別のクラスター分
析も行ったが、都市別の差はそれほどみら
れなかった。
買物手段 。ラ;Hー l9ヲH'-2 ，ラH-3 世ヲH-4
徒白転歩車 10.3 14.1 13.6 13.3 22.7 12.1 21.4 26.6 
バイク 1.8 1.9 1.8 1.5 
1-: ス 28.5 20.2 26.6 24.7 
鉄白動道車 13.2 11.8 10.7 11.8 23.5 39.3 お.9 2.1 
????
( 4 )比較・考察
対象各都市においては、商品別の利用交
クラスターの形成
ない。概して福井市の駅前商庖街は、その
通手段が異なるために、
過程が大幅に違っている。そのため、各ク
ラスターに属する商品の整合性は認められ
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立地特性からパス、鉄道といったマストラ利用の消費者が比較的多く、特にクラスター l (食料品、
衣料品)でその傾向が顕著である。逆に小浜市と武生市においては公共交通機関の利用が少なく自
動車の利用者が多い。これは、それぞれクラスター 3
割の消費者が自動車利用となっている。
(家具類等)ではっきりと表れており、約 6
このことから、福井市、武生市、小浜市のような地方都市においては、利用交通手段全体として
は自動車利用が多いものの、消費者利用手段は、その立地特性に影響されることが明らかである。
すなわち、今後商業地を整備・改善する際には、各都市の利用交通手段特性を充分考慮する必要が
あると言える。
上記を踏まえ、特に本研究では、自動車利用比率の極めて高い小浜市を対象に、交通条件を考慮
した消費者行動のモデル化を以降で検討するものとした。
l仁生鮮食品
その他の飲食料品
「男子洋服・洋品錐貨
| 寝具
|家庭用電気 g 具
2 I 時計・股銚・カメラ・拠金属
iスポーツ JH 品
|楽総・レコード
」カバン・ハンドパ"9 
3仁家具・インテリ 7
1元良・餓楽 JI ~~ 
「婦人・子供服・洋KI.維貨
lくつ・はきもの
4 Iシゃツ・下着顛
|荒物・台所 m品
|医員長品・化相E.1/， 
~W J1i・文房具
$ 呉服
「生鮮食品
|荒物・台所JIj品
1 I医薬品・化経品
|書籍・文房具
」その他の飲食料品
4 i婦人・子供服・洋品縫貨
」シキツ・下着餓
「呉 服一一'------
5 I寝 具一一一J一一一一l
L~ J'1 JfJ電気 A 具
「くつ・カバン
2 I スポーツ品・楽湾・レコード
|玩具. l員当 JH 1ft， 
L..tut・限lQ.カメラ・賞金腿
3 rりi子洋風l.洋 IfJ，"1Il 
」家具・インテリア
「生鮮食品
1 その他の飲食料品
」婦人・子供服・洋品$1貨
「くつ・はきもの
lカJ'(ン・ハンドパック
31シ令ツ・下着剣
|荒物・台所 m81， 
|書箱・文房具
」玩具. l民楽用 品
41医 E廃品・化粧品
」楽器・レコード
事寝 具
本スポーッJ1I品
「男子洋服・洋品雑貨
|家具・インテリ 7
2 I 家庭川1\1:然 2~ 具
1181卜限協・カメラ・賞金属
L呉服
図-2 手段別樹状図
小浜市
武生市
掴井市
3 .消費者購買行動のモデル化
( 1 )従来のモデル
245 
D. L. HUFFは、消費者の購買行動を直接的に表現することを試み、それを一定の確率の形で算出
した。これはハフモデルと呼ばれ、下記のように表せる。
S j/ D ijα 
P ij 
L: ( Sj/Dijα) 
ここで、 Pij i地区の居住者が J商庖街を利用
する選択確率 CL:Pij 1.0) とする
S j j商庖街の売場面積
D ij i地区と J商庖街の距離
α :パラメータ
しかし、このハフモデルは、購買行動のモデル化に関する画期的な第一歩であるとは言えるが、
パラメータのとり方に一般性を欠き、購買行動を的確に表現しているとは言い難い。
そこで、上記の点を考慮し、パラメータ αを定数化 (α=2 )した修正ハフモデルを提案した。
そしてこれを、それまでバラバうであった大規模庖舗が地域小売業に与える影響度を客観的に測定
する全国統一審査指標として、昭和54年以来採用している。
C 2 )新規モデルの開発
従来の修正ハフモデルは、単に商j苫街売場面積と経過距離の 2指標によってのみ算出される。こ
れは人口が密で、買物手段がマストラ依存の大都市等では比較的有効であると思われるが、小浜市
のような自動車依存の地方中小都市ではなかなか適用しにくいという状況がある。
そこで本研究では、以下の点を考慮したゲラピティタイプの確率モデルを考えた。すなわち、
・居住地と商業地の客観的属性や関係を変数として重視する。
-多数の商店街の相互作用を同時的に扱う。
-商業核としての大規模庖舗の影響性を考慮する。
.利用交通手段のうち自動車を重視する。
上記を踏まえ、本研究では、吸引要
因として商品別売場面積、実駐車台数
及び大規模庖舗の有無(ダミー変数)
を、抵抗要因として最短経路距離を選
択し、以下のような新規モデルを作成
した。このモデルの特徴の 1つは、駐
車場施設を吸引要因として組み入れて
表-3 モデルのパラメータ値
商品 K α， αz αz α4 R F‘ 
厳省t品 8.05xl0 0.1幻 0.0槌 0.193 1.176 0.94 84.7 
買廻品 1.却xl00.043 1.607 0.143 0.159 0.9-1 114.9 
高級品 1.98xl0 0.088 0.954 0.194 0.60710.751 19.9 
トX数
48 
印
6 
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いるところにあり、自動車化が進んだ地方都市においては有効であると考えられる。
またもう lつは、大規模庖舗をダミー変数としているところであり、商業核施設の影響性を評価・
判断するのに適切であると考えられる。
なお、定数K及び、 α1....α4 については、対象都市(小浜市)における買物実態調査結果(利
用OD確率)に基づく重回帰分析から、商品群別に表-3のように設定された。
(モデル式)
kp ij K ・
， ? ???? ?
?
? ?
? ?
Di iα1 lJ 
ここでkP ij 
??
?、 、 ，
?? ，
?
?????? ?
?
?， ， ， ? ? ?
?
??
? ?
i地区の消費者が商品 kを買うために、
J商庖街を利用する選択確率
(~kpij 1.0) 
; j商庖街の商品kの売場面積 (nf) 
， j商庖街における回転率n、駐車許容
台数PAからなる実駐車台数(台)
Vj 大規模庖舗のダミー変数で、有る時は
10 (log10=1)無い時は 1(logl=O) 
D ij i地区から J商庖街までの最短経路
距離(km)
K 定数
kSj 
nj . P Aj 
α1'"α， ，パラメータ
( 3 )モデルの検証
①従来モデル
実測値(実態調査による OD確率)と修正
ハフモデルによる予測値との相関分析を行っ
たところ、いずれの商品群も相関性は低く、
特に最寄品が低い結果となった。(図-3 ) 
これより、従来のモデルでは地方都市ハ
の適用に限界があることが明らかになった
と言える。
②新規モデル
相関係数をみると、いずれの商品群につい
ても極めて高い値を示しており、当該モデル
の適合性の高さがうかがわれる。(図-4) 
予
測
値100
{厳司毎品)
人
. 
Y=O.15lX十 13.348
(r=O.274) 
50 
50 100 150 
実測値(人)
図-3 修正ハフモデルの適合性
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したがって、小浜市のような地方小都市においては交通条件を考慮したモデルの適用が、商業地
計画立案の計画情報としてより有効であると言える。
????
????
??
?
?????
Y，-0.963X+ 0.589 
人 (r=O.996) 
100 
50- ， 
~ 
予2501Y 
測
値
.. 200 
人
50 100 150 
実測値{人)
(買蝉品) Y=O.940X十2.010
(r=O.960) 
150-
100 . . /・
50-' 〆3
.・.・
.~f. . 
.-u. • 
予1001Y 
測
値
50 100 150 200 250 
実測値(人)
(高級品)
人
Y=O.130X十4.203 
(r=O.890 
50 
50 100 
実測値(人)
図 4 新規モデルの適合性
Bプロック l 
l-・最短経路i-売場面積.駐車許容1
1紙商闘繍
|新商圏表
;リデ72fき!
図-5 フローチャート
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4. シュミレ←ションプログラムの作成とその応用
( 1 )プロゲラムの作成
前節の消費者購買行動モデル(新規モデル)を用い大規模庖舗の立地及び、駐車場の整備による
商問構造の変化を計画担当者が手軽に、かっ迅速に把揮できるように、パーソナルコンビュータを
用いた対話型シュミレーションプロゲラムを作成した。
本プロゲラムのフローは図-5に示すとおりであり、大まかにつぎの4ブロックに区分される。
Aブロッケ:現在の商圏構造の図化と整備方策の選択
Bブロック:仮想庖舗のデータ入力と立地後の新商圏の図化
Cブロック:駐車場整備地、整備量の設定と新商圏の図化
Dブロック:計画の変更及び、終了
なお、本プロゲラムは購買行動モデルに合わせ、各商品群7JIJ (最寄品、買廻品、高級品)のシュ
ミレートを基本としている(この選択は初期メニュー及びDブロックで行う)が、以降の分析は、
この商品群の各シュミレーション結果を合計した結果として示しである。
( 2 )シュミレーレーションの応用例
ここでは、シュミレーションプロゲラムを用い、以下の感度分析を行った。
シ100
ア
% 
50 
①仮想応舗の立地による感度分析
(分析条件)
・立地場所一小浜市郊外部(国道27号沿い)
・売場面積-0 ~ 6000 rf 
-駐車台数-300、500、1000台の 3ケース
-比較対象一既存の大規模応舗(小浜sC)及び既存商応街
(分析結果;図-6 ) 
シ100
対既存大槌aJ6舗 対既存証適応街
ア
注) P Ht駐車台数
% 
50 
1000 2000 3000 4000 5000 6000 1000 2000 3000 4000 5000 6000 
売場面積(nf ) 売場面積(ば)
図-6 仮想庖舗立地の影響
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仮想信舗の立地に関しては、競合相手となり得る小浜scよりも既存商庖街全体の方がシェアー
の落ち込みが大きく、対応策の確立が望まれることがわかる。
さらに、仮想庖舗の売場面積の限界(既存商庖街のシェア←を上回らない)についての考え方に
はつぎの 2つの方法が可能であることがわかった。すなわち、 (a)総売場面積で対応する場合(駐
車台数千台で 3，100nf 図-6 )と、 (b)商品別に対応する場合(同千台で高級品の場合 2，000
nf)とである。
以上のことから、既存商庖街について考えてみると、今後大規模庖舗の進出に対応する場合は、
単に総売場面積だけで議論するという画一的なものではなく、商品構成、あるいは駐車台数といっ
たものを考慮する必要性があると考えられる。
②駐車場の整備による感度分析
(分析条件)
-整備対象ー駐車場が遅れている既
存商庖街のうちの 3商庖街
(白ひげ、いずみ町、中央)
・整備量 一現状量の 2'" 5倍
(分析結果;図ー 7) 
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図ー 7 駐車場整備によるシェアーの伸び
分析の結果、駐車場の整備に伴い、いずれの商庖街もほぼ直接的にシェアーを拡大することがわ
かった。ただし、どの商庖街もシェアーの絶対数は15%未満であり、駐車場の整備だけでは抜本的
な対策にはならないと考えられる。これについては、今後駐車場に加え売場面積を増して誘引力を
向上させるなど、総合的な整備・改善が必要であると思われる。
なお、上記の検討結果はほんの一例であり、実用上は計画(その他、売場面積の拡大や経路距離
の短縮)に即した様々な結果が出力できる。
5.結論
買物実態調査から得られたデータをもとに、様々な分析を行った結果をまとめると次のとおりで
ある。
①クラスタ一分析を用いた買物理由・手段別の商品の類型化から消費者意識の表われである買物
理由別のクラスターに関しては、各都市ともそれほど大きな差異は認められなかった。しかし、買
物手段別のクラスターに関しては、都市によって利用交通手段特性が異なるため、クラスタリング
過程が大幅に違い、各クラスターに属する商品の整合性も認められなかった。すなわち、今後の商
業地計画については各都市の利用交通手段特性を考慮した対応が必要であることが示唆される。
②本研究で開発・作成した消費者購買行動モデルについて、予測値と実測値との適合性を相関分
析を用いて分析したところ、商品群によって若干異なるものの、かなり適合度が高いことが示され、
予測モデルとしての信頼性が示された。一方修正ハフモデルによる予測値と実測値との適合性も、
同様の分析によって検討したが、あまり良い結果が得られず、大都市型の同モデルの地方都市への
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適用限界が明らかとなった。
③新規モデルを用いたシュミレ ション(仮想庖舗の立地と駐車場整備による感度分析}結果か
らは、以下のことが明らかとなった。 (a)仮想応舗立地のケースでは、従来の画一的な方法ではな
く、いくつかの角度から施設立地を捉えられる方法が示された。(これは、将来の商業地計画の重
要な指針となり得る o ) (b)駐車場のケースでは、整備の規模によってある程度の商圏拡大が期待
できる。
6.今後の課題
本研究では、商業地計画に関して様々な分析を行ったが、まだ考慮しなければならない点も若干
残されている。まず、行動モデルについては、 OD間距離を所要時間距離とするとか、所要経費
(駐車料等)を抵抗要因として用いる等の工夫も検討されるところである。また、シュミレーショ
ン仁ついては、道路整備による効果分析等も行う必要があると考えられる。
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